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    政治政治政治政治・・・・経済月報経済月報経済月報経済月報（（（（１１１１月月月月号号号号）））） 

  

・ 新年早々、政府は引き続き経済危機への対応に追われた。ジュルチャーニ首相は各関係者との協

議の場を頻繁に設け、税制や社会福祉制度等の改革に向けた動きを見せている。一方のフィデス

は、政府・社会党の責任を追及しつつ国会解散を求めている（採決はこれから行われる予定）。 

 

・ ウクライナ経由のロシア産天然ガスに依存するハンガリーは、ロシアとウクライナのガス紛争への対

応に追われた。ブダペストで開催されたナブッコ会議開催は時宜を得たものとなり、首相の初の湾

岸地域訪問でも中心議題はエネルギー問題となった。 

 

・ ツカチ経済危機担当政府コミッショナーは、１５日、企業による雇用維持のための補助金を総額で６

０億フォリント用意する予定であり、各企業は１月２３日から当該補助金を申請可能である旨述べ

た。 

・ ハンガリーの今年のＧＤＰ成長率は、マイナス１.６％の見込みであるが、来年には１％成長に回復

するとの見通しを欧州委員会は示した。今年のインフレ率は２.８％、来年は２.２％を予測している。 

・ また、今年の財政赤字の対ＧＤＰ比を２.８％に、来年は３％を予測している。政府債務はＧＤＰの７３.

８％、来年は７４％を予測。今年の失業率は８.８％、来年は９.１％を予測。金利は上期に上昇し、輸

出市場は収縮し、失業率が上昇することから、景気は早くて下期以降に回復する見通しである。 

・ ナブッコ・パイプライン（中央アジアや中東産ガスをトルコ経由で中欧諸国に輸送するガスパイプライ

ンで、全長３，３００km を想定）の建設プロジェクトの推進を政府レベルで支援するために、２７日、ハ

ンガリー政府が主催し、関係国政府や関係機関を集めてナブッコ・サミットが開催された。出席国

は、ガス生産国、消費国、パイプライン通過国、政府系金融機関で構成された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（08 年 12 月） 3.5%   (食品：4.3% エネルギー：18.1%) 
インフレ率 (y/y) 

（2008 年平均） 6.1%   (食品：10.2% エネルギー：12.7%) 

（08 年 11 月） 8.7%   (民間：6.7% 公的：13.5%) 
○賃金上昇率 (y/y) 

（1 月～11 月平均） 8.2%   (民間：9.0% 公的：7.0%) 

（08 年 11 月） -12.0%   
○鉱工業生産 (y/y) 

（1 月～11 月平均） 0.4%    

○失業率(15-74 歳) (y/y) （10 月～12 月平均） 8.0%    

○政策金利 （09 年 1 月） 9.5%   (利下げ：50bps) 

○10 年国債利回り 8.76%   (上昇) 

・1 ユーロ   =279.64 フォリント 

・1 ドル     =211.06 フォリント ○為替相場 
（月中平均） 

・1 フォリント =0.43 円 
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《今月のトピックス》 
 

 

� Ⅰ．内 政  

1．ブダペスト９区国会議員補欠選挙 

2．経済危機対策：政府・与党の動き 

3．フィデス欧州議会選挙候補者リスト 

4．フィデス・ＫＤＮＰによる国会解散動議 

5．ミシュコルツ警察本部長によるロマ人差別発言 

 

� Ⅱ．外 交  

1．露・ウクライナ間ガス紛争への対応 

2．イスラエルのガザ攻撃への対応 

3．ジュルチャーニ首相、湾岸諸国歴訪 

4．ゲンツ外相、モロッコ訪問 

 

� Ⅲ．経 済  

1．政府債務残高＜対ＧＤＰ比：６５.５％（０８年９月末）＞ 

2．外貨準備高の増加＜２４０億ユーロ：０８年１２月末＞ 

3．失業率＜７.８％：０８年９月－１１月＞ 

4．財政収支の改善 

5．市長は大気汚染による交通規制を実施 

6．シンクタンクＧＫＩによる予測 

7．年金制度の一部変更 

8．フォリント、対ユーロで２８０フォリントを超える 

9．ハンガリーの穀物生産は前年比７５％増 

10. ＩＭＦ専務理事、構造改革を求む 

11. 景気対策、暗中模索 

12. ０８年の新車販売台数 

13. 消費者物価指数＜０８年：６.１％＞ 

14. 円建てローンが脅威に 

15. ボッシュ社による従業員一部解雇 

16. 政府による雇用維持補助金制度の実施 

17. エルコテック社による従業員一部解雇 

Embassy of Japan

 

M
o
n
t
h
l
y
 
R
e
v
i
e
w
 
 
－

H
u
n
g
a
r
y
－

 



Republic of Hungary               

 

 
Monthly Review -Embassy of Japan in Hungary- 

3 

18. 紙製品メーカーによる工場建設計画の中止 

19. ハンガリー・イスラエル間の研究開発協力協定の締結 

20．中銀、政策金利を引下げ（１０％⇒９.５％） 

21．欧州委員会、マイナス１.６％の成長を予測 

 22．２００８年の財政赤字は対ＧＤＰ比３.３％ 

23．通貨フォリント安、継続か？ 

24．０８年１１月：実質賃金の上昇 

25．政府による研究開発スタッフの雇用維持支援策 

26．シモル中銀総裁、景気悪化は予想以上 

27．法人税の大幅減収 

28．資本流出続く 

29．ＩＭＦ、ＥＢＲＤ東欧経済につき議論 

30．ボクロシュの経済対策案 

31．欧州投資銀行から４.４億ユーロの融資 

32．ＥＢＲＤ、成長見通しを引下げ 

33．ロシア国有銀行がマレブ・ハンガリーの間接的オーナーに 

34．ナブッコ・サミット開催 

35．ＩＴＤＨによる対内直接投資支援規模 

36．スタドラー社工場の完成 

37．シンクリオン社による従業員一部解雇 

38．ハイセンス社によるＬＣＴテレビ工場の閉鎖 

39．ＧＭＯ禁止は継続 

40．ジュルチャーニ首相、１兆フォリント規模の減税提案 

41．バイナイ大臣、今年の経済成長率はマイナス３％を予測 

42．ボッシュ社による自動車用ＣＤプレーヤー工場の閉鎖 

43．ヘンケル社による住宅用製品工場の閉鎖 

 

 

� Ⅳ．その他  

 ・１月の金利・為替動向 

 ・選挙・支持政党に関する世論調査 

 ・巻末レポート：ガス供給問題の時間的経過 

・１月の出来事 

             

          

※本資料は当該月間の

ハンガリー紙等の報道

をベースにとりまとめた

ものです。 
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ⅠⅠⅠⅠ．．．．内内内内        政政政政     

 

１．ブダペスト９区国会議員補欠選挙（１１－２５日） 

 
１１日、昨年９月のゲゲシ元国会議員（自由民主連盟（ＳＺＤＳＺ））の辞職

に伴う補欠選挙がブダペスト９区にて実施された。６人が立候補しての選挙戦

となったが、投票率が２５．９％と最低投票率５０％を大幅に下回ったため無

効となり、２５日に再度実施されることとなった。その後１６日、ＳＺＤＳＺ

のヨーン候補が、極右政党ヨッビクよりも獲得票が下回ったことや、極右団体

から脅迫状が送付されてきたことを理由に立候補を取りやめた。 

 ２５日に実施された再投票では、投票率は再選挙時に必要とされる２５％を

超える２８．５％となり、５３３２票を獲得したバーチカイ候補（フィデス）

が当選した（バーンシャーグ候補（社会党）２４５２票、セゲディ候補（ヨッ

ビク）６７４票）。 

 

２．経済危機対策：政府・与党の動き（１４－２９日） 

 
（１）社会党内部の調整 

 １４日から１５日にかけて、社会党は執行部会を開催し、ジュルチャーニ首

相はヴェレシュ財務相に対して２００９年の新経済予測を２週間以内に作成す

るよう要請した。また、２９日に臨時国会を召集することが提案された。 

 １８日、閣僚、官僚、社会党幹部らによる会合において、ジュルチャーニ首

相はバイナイ経済相、ヴェレシュ財務相、スーチ社会・労働相に対して税制再

編計画を準備するよう指示し、また地方自治体改革にも着手することを明らか

にした。 

（２）ショーヨム大統領との調整 

 ２６日、ショーヨム大統領はジュルチャーニ首相及びヴェレシュ財務相、バ

イナイ経済相、スーチ社会・労働相と世界経済危機の影響及び政府の対策等に

つき会談を行った。ジュルチャーニ首相の呼びかけで実現したもので、報道で

は、迅速に実施すべき経済危機対策関連の措置に対して、ショーヨム大統領が

署名を拒否したりすることのないよう首相が根回しをしたものと報じられた。 

（３）臨時国会開催 

 ２９日、経済危機対策のため臨時国会が召集され、ジュルチャーニ首相は、

１兆フォリント規模の税制再編や社会福祉制度改革、国会改革等に着手する旨

演説を行った。 
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３．フィデス欧州議会選挙候補者リスト（１７日） 

 
１７日、最大野党フィデスが、欧州議会選挙候補者リストの最終版を決定し

た。リストには現職のシュミット議員（フィデス、ＩＯＣ委員兼ハンガリー・

オリンピック委員会会長）を首位として９名の現職議員の他、アーデル国会副

議長やドイチュ国会議員等合計２２名の候補者が挙げられた。欧州議会選挙は

６月に実施予定であり、ハンガリーには２２議席が割り当てられる（現在は２

４議席）。 

 

４．フィデス・ＫＤＮＰによる国会解散動議（２９日） 

 
２９日、フィデス及びキリスト教民主国民党（ＫＤＮＰ）は、３月８日付け

で国会を解散する決議案を臨時国会に提出した。フィデスのナヴラチチ議員団

長は、ハンガリーは依然として危機的な状況にあり、現政権には今後も危機に

対処する能力を期待できないため、費用節約の観点から欧州議会選挙が行われ

る６月に併せて総選挙を行うべきであると同決議案提出の理由を述べた。２９

日の臨時国会では、社会党及びＳＺＤＳＺが反対票を投じたため、議題として

取り上げられなかったが、今後２月１６日の春期国会初日に議題に上る見込み

である。 

 

５．ミシュコルツ警察本部長によるロマ人差別発言（３０日－） 

 
３０日、パーストル・ミシュコルツ警察本部長が、過去２ヶ月間に路上で起

こった犯罪は、すべてロマ人によるものであると発言し、国会議員や少数民族

保護オンブズマン等の人権保護論者から批判の声が上がった。これに対して翌

３１日、ドラシュコヴィチ司法・法執行相は、同発言が限度を超えたものであ

るとして、同本部長を解任する意向を表明した。（２月１日、同補運部長の発言

は人権を侵害するものではないとして、同相は同本部長の解任を取り消した。

なお、１日には同本部長を支持する市民約１５００人がミシュコルツ市内でデ

モを行った。） 
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ⅡⅡⅡⅡ．．．．外外外外    交交交交     

    

１．露・ウクライナ間ガス紛争への対応（６－８日） 

 
（１）大統領、首相の対応（６－７日） 

 ６日、ハンガリーに対するウクライナ経由の天然ガス供給が停止されたこと

を受け、ジュルチャーニ首相はプーチン・露首相、ティモシェンコ・ウクライ

ナ首相及びトポラーネク・チェコ首相（ＥＵ議長国）に対し、ハンガリー政府

の立場を表明する書簡を発出した。同書簡では、露・ウクライナ間のガス紛争

が欧州の消費国に損害を与えるのは容認し難いこと、問題は露・ウクライナ・

欧州の協力体制そのものに関わるものであり、ＥＵが積極的に紛争調停にあた

るべきことなどにつき述べた。 

 ７日には、ショーヨム大統領がユーシチェンコ・ウクライナ大統領宛て書簡

を発出し、ロシアとウクライナ両国が他国に損害を与えることなく第３国との

契約を履行するよう要請した。なお、１２日に予定されていたユーシチェンコ

大統領のハンガリー訪問は、今時の紛争を受け延期された。 

（２）Ｖ４首脳会談、ＥＵ非公式総務理事会での発言（８日） 

 ８日、ジュルチャーニ首相はＶ４首脳会談に参加し、天然ガス紛争につき協

議した。バローゾ欧州委員長も参加して行われた会談では、ジュルチャーニ首

相が、東西ヨーロッパのエネルギー網の不在が新規加盟国の危機への脆弱性を

高めていると指摘、ＥＵ経済活性化予算５０億ユーロの一部を中欧地域のガ

ス・電気網統合のために利用すべきとの意見を示した。 

 同日、ＥＵ総務・外交問題委員会に参加したゲンツ外相は、バルカン諸国へ

の支援について提言を行った。また、委員会後の記者会見では、ＥＵは紛争へ

の直接的介入を望まないが、加盟国に対する契約履行を要求する点で一致して

いる旨述べた。 

（３）周辺諸国との協力 

 ８日、ジュルチャーニ首相はセルビアの求めに応じ、１日あたり１００万立

法メートル（当国消費量の１／５相当）の天然ガスを販売する旨発表したほか、

１０日には、ボスニア・ヘルツェゴビナ及びクロアチアへの天然ガス販売につ

き発表した。なお、１２日、オーストリアからハンガリーへ向けた天然ガス供

給が休止されたため、これらの国へ向けたガス供給は一時停止された。 

 

２．イスラエルのガザ攻撃への対応（１３－１５日） 
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 １３日、ゲンツ外相はハンガリー国内ユダヤ教団体指導者らの訪問を受け、

パレスチナ自治区ガザの戦闘につき、ハンガリーの立場は即時停戦と和平交渉

を促すＥＵの立場と一致していると述べたうえ、イスラエルの防衛行為自体は

国際法上許容されるが、その反応はバランスを欠くとの見解を示した。 

 また、１５日には駐ハンガリー・アラブ諸国の大使らの訪問を受け同様の見

解を述べるとともに、戦災を受けているガザ住民に人道的支援を行う意向を伝

えた。 

 

３．ジュルチャーニ首相、湾岸諸国歴訪（２０－２２日） 

 
 ２０－２２日、ジュルチャーニ首相は、ハンガリー石油ガス会社（ＭＯＬ）

はじめエネルギー関連企業の幹部らとともにオマーン及びカタールを訪問した。

ハンガリー首相の両国への公式訪問は今回が初めて。 

（１）オマーン（２０日） 

 ２０日、ジュルチャーニ首相はファハド副首相及びユーセフ外相と会談した。

会談では、ハンガリー側より、第３国と協力して湾岸地域からヨーロッパに液

化天然ガスを海上輸送し、オマーンにハンガリー農産物市場を開拓する提案が

なされたほか、ＩＴや建築分野での両国の協力関係や両国の査証手続きの簡素

化等につき協議が行われた。  

（２）カタール（２１－２２日） 

 ２１－２２日、ジュルチャーニ首相はカタールを訪問し、ハマド・ビン・ジ

ャーシム首相兼外相及びアブドッラー副首相兼エネルギー・工業相と会談した。

会談では、ハンガリーによる燃料備蓄の購入とカタールへの食料販売、高等教

育における２国間協力の３点が主要な議題とされたほか、ハンガリーがアフガ

ニスタンで指揮するＰＲＴの枠組において、カタールが１０万ドル規模の学校

建設援助を行うことにつき合意された。また、訪問団に同行したヘルナーディ

ＭＯＬ・ＣＯＥは、ＭＯＬとクロアチア石油公社（ＩＮＡ）、オーストリア石油

会社（ＯＭＶ）が、クロアチアのクルク島に液化天然ガスターミナルを建設、

カタールの天然ガスを輸送するとの計画に、カタール政府が高い関心を示した

旨述べた。 

 訪問後、ジュルチャーニ首相は、９０年代のユーロアトランティック志向、

２０００年からのロシア・中国市場開拓に続き、現在はエネルギー資源の豊富

な湾岸諸国に目を向ける時であり、本年秋にはサウジアラビアへの訪問を予定

している旨述べた。 

 



Republic of Hungary               

 

 
Monthly Review -Embassy of Japan in Hungary- 

8 

４．ゲンツ外相、モロッコ訪問（２２－２３日） 

 
 ２２－２３日、ゲンツ外相はモロッコを公式訪問し、エル・ファシ・モロッ

コ首相、ファシ・フィフリ同外相、シャミ同商工業・新技術大臣、スカリ社会

開発・家族・連帯大臣らと会談した。外相会談では、良好な２国間関係をふま

えた今後の経済関係強化の可能性につき協議されたほか、ガザ紛争やハンガリ

ーＥＵ議長国期の地中海協力などの国際関係についても意見交換が行われた。 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ．．．．経経経経    済済済済  

    

１．政府債務残高＜対ＧＤＰ比：６５.５％（０８年９月末）＞（６日） 

 

０８年第３四半期における国の純資金需要額は７,６５０億フォリント（対Ｇ

ＤＰ比２.９％）となった。また、９月末時点における国の総債務残高は、１７

兆２,９３０億フォリント（対ＧＤＰ比６５.５％）となった。 

 

２．外貨準備高の増加＜２４０億ユーロ：０８年１２月末＞（８日） 

 

０８年１２月末の外貨準備は、前月の２２８億ユーロから増加し、２４０億

ユーロとなった。準備高はＥＵおよびＩＭＦによる融資により増加した。政府

は既にＩＭＦからの融資金額１４３億ユーロのうち４９億ユーロを、またＥＵ

による融資金額６５億ユーロのうち２０億ユーロを使用した。 

 

３．失業率＜７.８％：０８年９月－１１月＞  

 
０８年９月から１１月までの失業率は、前年同期比７.８％の上昇と前の３ヶ

月から０.３％上昇した。経済危機の影響は労働市場にも影響を与え始めており、

この影響は引き続き来月も続くと市場関係者はみている。失業者数は前の３ヶ

月間と比較し、１,７００人増加した。失業者数は１年前から１万３,６００人

増加し、３２万９,６００人を記録した。９月から１１月までの就業者数は全体

で３９０万人と、前年同期比１万５,０００人減少した。１５歳から６４歳まで

の同期の就業率は、５７.２％で昨年から０.２％低下。多くのシンクタンクで
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は、失業率が今後上昇傾向にあるとして８％から９.５％と予測。特に、輸出に

依存する製造業、不動産業、金融業で今後の見通しが厳しいとしている。 

 

４．財政収支の改善（９日） 

 

１２月の財政収支は６８６億ユーロの黒字となった。中央政府予算は１,１２

０億フォリントの黒字、社会保障基金は２９億フォリントの赤字、特別予算は

４１０億フォリントの赤字を記録した。地方政府を除く通年の財政収支は９,０

７０億フォリントの赤字と対ＧＤＰ比で３.３％となった。これは、ハンガリー

がマーストリヒト基準で定める財政基準を満たした２００１年以来のこととな

る。財政赤字が最も増加したのは２００６年で、財政赤字が過去最大となる２

兆５６０億フォリントと対ＧＤＰ比９.３％を記録した時であった。 

 

５．市長は大気汚染による交通規制を実施（１１日） 

 
 デムスキーブダペスト市長は、１１日１１時より、同市で初めてのスモッグ

警報を発した。この結果、偶数日はナンバープレート下１桁が０もしくは偶数

の自動車のみが市内を運転することができ、ナンバープレートの下１桁が奇数

の自動車は、奇数日に運転が可能となる。これは、大気汚染を原因とするもの

としては、同市で初めての交通規制であると市役所報道官のナジ氏は語った。 

 なお、交通規制はＢＫＶ、ＭＡＶ、外交官車両、警察、消防車、救急車には

適用されない。また、ブダペスト警察は運転手が規則を遵守しているか否かを

チェックするが、現在のところ罰則はない（注）。 
 
（注）：今回の交通規制は平均大気汚染が過去２４時間にわたって基準値を下回ったこ

とから、１月１３日に解除となったが、今後も基準値を超えた場合は同規制が実施され

ることとなる。なお、ブダペスト市は今後同規則に違反した者には最高１０万フォリン

トの罰金を科すことを決定したが、同条例は施行されておらず（２月５日時点）、市役

所に問い合わせたところ施行日は未定とのこと。 

 

６．シンクタンクＧＫＩによる予測 

 
 今年の財政赤字の対ＧＤＰ比は２.６％とマーストリヒト条約で定める目標の

３％を下回る見通しだとＧＫＩは公表した。ＧＫＩのレポートは、景気後退と

インフレの低下が歳入減少に繋がるとし、政府が一部の歳出を凍結し、歳入減
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少を相殺する為に燃料にかかるエネルギー税（excise tax）を増税する可能性に

つき言及している。ＧＫＩは第４四半期まで、製造業の好転は見込みにくいと

し、名目賃金は民間部門で４％の上昇、公的部門で１％の下落を予想している。 

 

ＧＫＩによる経済見通し（％） 

ＧＤＰ -2.5 

鉱工業生産 -3.0 

投資 -3.0 

小売 -3.0 

輸出 0.0 

輸入 -2.0 

貿易収支（１０億ユーロ） 1.2 

財政収支（１０億フォリント）  620.0 

名目賃金上昇率（グロス） 2.5 

消費者物価上昇率 2.8 

 

７．年金制度の一部変更 

 
 １月１日より法律に基づき年金が３.１％増加したことに伴い、今年の歳出額

は新たに８８０億フォリント増加する見通しとなった。年金額は月平均で２,５

１４フォリント増加した。所謂、１３ヶ月目の年金の半分は３月に支払われる

見込みで、残りは１１月の予定。６２歳以上の国民が受給対象となり８万フォ

リントが上限とされたことから、今年新たに年金を受給する人は３０万人と少

なくなった。これにより、予算は５５０億から６００億フォリント節約された

形となった。 

 

８．フォリント、対ユーロで２８０フォリントを超える（１３日） 

 
 フォリントは対ユーロで昨年１０月以来の安値を記録し、２８０フォリント

まで下落した。市場関係者の中には、露ウクライナ間のガス問題が原因とする

声もあるが、今年の予算計画にＩＭＦが不満をもつとの噂によるとする声も強

い。市場関係者は、ＩＭＦが政府による公的部門の１３ヶ月目の給与（ボーナ

ス）廃止計画の一部撤回や、財政の健全化がいつまで保たれるのか等につき、

政府に疑問を投げかけているのではないかとみているのである。 

 ある市場関係者は、インフレの低下と景気悪化により歳入が凡そ２０００億
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フォリント減少することから、ＩＭＦは政府に更なる緊縮政策を求め、政府が

検討している対策につき聴取したいのではないかと述べた。また、今のハンガ

リーに必要なことは、政策金利を引下げ、景気を刺激することだが、大幅なフ

ォリント安により中央銀行は利下げがしにくくなったとも述べている。さらに、

通貨トレーダーによれば、最近、投機的動きによりフォリントに下げ圧力がか

かっており、長期間に亘り対ユーロ２８０フォリントを超える水準が継続すれ

ば、次の抵抗線は２８６フォリント近辺となり、最安値を更に更新する可能性

があると述べた。 

 

９．ハンガリーの穀物生産は前年比７５％増（１３日） 

 
 １３日、中央統計局は、２００８年にハンガリー農家は１６９０万トンの穀

物を収穫したが、これは前年比７５％増であると発表した。また、２００８年

の作付け面積は２９０万ヘクタールで、２００７年より５％増加していた。作

物別収穫量は以下のとおり。 
 
《２００８年産作物別生産量》 

小麦
トウモロコ

シ
大麦 ライ麦 オート麦

ジャガイ
モ

テンサイ ヒマワリ 菜種
飼料用ア
ルファル

ファ
2008年（トン） 5,654,000 8,963,000 1,478,000 114,000 183,000 646,000 532,000 1,492,000 656,000 768,000
対前年比（％） 141.8 222.6 145.2 140.6 146.2 114.7 31.4 140.7 132.3 132.2  

《作物別生産量の推移》 
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１０．ＩＭＦ専務理事、構造改革を求む（１４日） 

 

 ブダペシュト訪問中のカーンＩＭＦ専務理事は、ハンガリーの景気刺激策は

全て順調だが、更なる対策が必要だと述べた。同理事は、政府がＩＭＦとの契

約で約束した事項を遵守しており、０８年の財政赤字は政府及びＩＭＦの予測

通りであった、また、昨年１０月における政府による迅速な対応により通貨危

機を免れることが出来た、と評価した。また、フォリントは非常に値動きが荒

く不安定であるが心配には及ばないと述べたうえ、世界的に見通しが不透明な

今こそ、新たな構造改革が必要であると述べた。さらに、同理事は、近日中に

発表するＩＭＦによる今年の世界経済の見通しは世界的な不況を予測しており、

ハンガリーも例外ではないと警告し、歳出削減と税制改革が必要であると述べ

た。但し、現在の状況下では、ハンガリーにおいて一般的な減税は間違ってお

り、ＩＭＦは支持しないと述べ、寧ろ労働市場を活性化させる対策が必要だと

した。 

 同理事は、対ＧＤＰ比で２.６％と定めた今年の財政赤字目標は、世界的な状

況が以前に比して悪化している為、見直しが必要になるとの見解を示したうえ、

ＩＭＦは政府の新目標設定に口を挟むものではないが、投資家の信頼を取り戻

すには、財政均衡化と政府債務削減が最も優先順位の高い課題であると述べた。

また、ハンガリーは財政出動による景気刺激が出来ない国の一つであるが、社

会問題にも目を向けなければならないと述べ、政府に対し年金生活者や貧困者

などの社会的弱者の状況を改善する施策立案を求めた。これに対し、ジュルチ

ャーニ首相は、危機は政府が予測したものよりも深く、長いものだと述べたう

え、景気を刺激し、流動性を維持する新しい手段が必要であり、仮に痛みを伴

うものであったとしても、政府はやらなければならないと述べた。 

 

１１．景気対策、暗中模索（１５日） 

 

 予想以上に深刻な景気悪化に対応する為、政府は歳出削減を実行し、付加価

値税（ＶＡＴ）を引き上げるか、対ＧＤＰ比２.６％となる財政赤字目標を変更

する可能性がある。市場関係者によれば、インフレ懸念が後退している現在、

最も有効な救済策は付加価値税の引上げであり、２－３％の引き上げで歳入が

２５００億から３０００億フォリント増加すると述べた。  

 他方、全ての市場関係者が、付加価値税の増税が財政目標を達成させる最も

有効な歳入増加策だとは考えおらず、増税は不景気を更に悪化させるとして、

歳出削減こそが必要だとする声もある。また、政府は２.６％という財政赤字目



Republic of Hungary               

 

 
Monthly Review -Embassy of Japan in Hungary- 

13 

標を再考する可能性があるが、最も重要なことは３％以下に抑えることだと述

べた者もいる。 

 ジュルチャーニ首相は、今年の景気はマイナス２－３％に落ち込むと公表し

た後、政府は財政目標を守ると述べた。また、ＩＭＦ専務理事は、ハンガリー

にとって投資家の信頼を取り戻すことは非常に重要だが、ＩＭＦは必ずしも２.

６％という財政収支目標に拘ってはいないと述べた。同様に、ある市場関係者

は、政府は財政収支の数値だけに注目すべきではないと述べ、新たな成長軌道

に景気を戻す為にも、長期的な構造調整改革が必要であるとした。 

 

１２．０８年の新車販売台数（１５日） 

 

 ハンガリー自動車輸入事業者連盟が発表した２００８年の新車販売台数統計

によると、普通自動車は対前年比１０．４％減の１５８，６２８台、軽商用車

はほぼ横ばいであった。普通自動車では、スズキ自動車が１６．９％減の２６，

８２４台であったが、シェアトップの座を維持し、１６．９％のシェアであっ

た。続くオペルは１１．４％減の１７，６５０台でシェアも若干落とし、１１．

１％であった。フォードは６％減の１７，２３９台で、シェアは１０．９％で

あった。 
 

《参考：普通自動車販売上位１０傑》 

メーカー名 
新車販

売 
台数 

シェア 
対前年

比 

スズキ 26,824 16.9% -16.9% 

オペル 17,650 11.1% -12.4% 

フォード 17,239 10.9% -6.0% 

フォルクス
ワーゲン 

13,557 8.5% -9.7% 

シュコダ 11,500 7.2% -20.0% 

トヨタ 10,025 6.3% -17.6% 

シボレー 7,083 4.5% -10.1% 

プジョー 6,839 4.3% -8.4% 

ルノー 6,418 4.0% -9.9% 

フィアット 5,343 3.4% +0.1% 

シトロエン 4,683 3.0% -6.5% 

合計 158,628   -10.4% 
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１３．消費者物価指数＜０８年：６.１％＞(１６日) 

 

 １２月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年同月比３.５％の上昇、前期比－０.

３％の減少となった。１２月は前の月と比べ５ヶ月連続で物価が下落した。物

価が２００６年８月以来の落ち込みとなったのは、主に食料品と燃料価格の下

落による。更に景気低迷とフォリントの下落は、物価の下落に拍車をかけた。 

２００８年通年では、物価は前年同期比６.１％の上昇と０７年の８％から下落

した。家庭のエネルギー価格は通年で同１２.７％上昇した。ガス価格は同４１.

７％、電気代は同９.８％の上昇となった。食料品価格は同１０.２％の上昇と

なったものの、０７年と比べ物価上昇のベースは鈍かった。 

 今年のインフレ予測は、政府が公表した４.５％から直近民間シンクタンクが

公表した２％まで幅が広い。多くの市場関係者は、以前の予測よりも更に景気

後退が深刻である為、インフレ率は３％を下回るとする見通しを示している。 

更に、景気低迷とインフレ目標の変更により、歳入が目標を下回る可能性があ

ることから、政府は予算を再考せざるを得ないのではとの声も聞かれる。中銀

は引き続き金融緩和政策を実施し、今年中に政策金利を現行の１０％から６％

に引下げる可能性があるとしている。 

 

１４．円建てローンが脅威に 

 

 １６日付マジャル・ネムゼト紙は、円建てローンを有する家計及び企業は、

円高により悪夢が現実のものになったと報じた。円はフォリントに対し、昨年

の７月から凡そ７０％以上増価した。７月、１００円は１４０フォリント以下

の価値しかなかったが、今や凡そ２４０フォリントの価値がある。毎月の支払

額が急上昇したばかりでなく、支払の増加に対応できない分についても銀行か

ら新たに借りるといった状況である。 

 例えば７月に１０００万フォリント借りた人は元本だけで１７００万フォリ

ントを返さなければならない。ＯＴＰ銀行は顧客に右融資につき追加の担保を

求めるか、フォリント建てローン等のよりリスクの少ない商品に切り替えるこ

とを求めている。昨年、金融監督庁及び中銀は、銀行及び消費者に円建てロー

ンに対する注意を喚起していた。現在、多くの国民が、ローンの支払に苦しん

でいる。 

 

１５．ボッシュ社による従業員一部解雇（１５日） 
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 １５日、クカイ・ボッシュ・ハンガリー広報部長は、受注減を理由にハトヴ

ァンにある同社工場の従業員２５０名を解雇する旨発表した。ハトヴァン工場

はハンガリーにある同社の工場の中でも最大で、２５０名の解雇を実行した後

も２８００名を雇用することになる。また、同部長は、既に従前の生産シフト

を変更し、４シフト制から３シフト制に移行した旨併せて述べた。 

 

１６．政府による雇用維持補助金制度の実施（１５日） 

 

 １５日、ツカチ経済危機担当政府コミッショナーは、企業による雇用維持の

ための補助金を総額で６０億フォリント用意する予定であり、各企業は２３日

から当該補助金を申請可能である旨述べた。ハンガリー国内の企業は、受注減

を理由に１２月単月で合計５，５００名の労働者を解雇する旨労働局に通知し

ており、対前月比で８０％増になっている。 

 

１７．エルコテック社による従業員一部解雇（１７日） 

 

 フィンランドの電機メーカーであるエルコテック社は、同社のハンガリー工

場の従業員を２５０名解雇することを決定した。同社は、現在５４００名の従

業員を雇用しており、その約半分は契約社員である。今回の解雇は、親会社に

よるリストラの一環として実施されるもので、グループ全体で２１０００名の

従業員から５０００名を解雇する旨発表している。同社工場は、ペーチ市内に

２カ所及びペーチ市郊外に１カ所あり、通信装置及びリモコンシステムを生産

している。 

 

１８．紙製品メーカーによる工場建設計画の中止 

 

 ハンガリーの衛生紙（ハンカチやキッチンペーパーなど）市場でシェアが大

きいフォレスト・ペーパー社のデアーク営業部長は、３０億フォリント規模で

ブダペスト北部に建設を予定していた工場の建設計画を中止する旨述べた。ま

た、同部長は、①今回の中止は、単に経済危機という理由からではなく、企業

の成長にとってのメリットという観点から工場を借りる機会を得られたため、

②今年は過去１５年間でベストな年になりうる、と述べた。同社は、ハンガリ

ー国内に３つの工場を持ち、合計で２００人以上の従業を雇用している。  

 



Republic of Hungary               

 

 
Monthly Review -Embassy of Japan in Hungary- 

16 

１９．ハンガリー・イスラエル間の研究開発協力協定の締結（１９日） 

 

 １９日、エルサレム訪問中のモルナール科学技術担当相は、イシャイ・イス

ラエル産業相と産業における研究開発協力に関する協定を締結した旨述べた。

同大臣は、①本協定は、両国で批准された後に本年６月から実施される予定で

あり、②その目的は、２国間産業協力の強化に貢献する共同研究開発プロジェ

クトの開始にある、③本協定に基づき、両国は共同プロジェクト向けにそれぞ

れ１００万ユーロ準備する、と述べた。 

 

２０．中銀、政策金利を引下げ（１０％⇒９.５％） 

 

 中銀の金融政策決定会合は、政策金利を５０ベーシス引き下げ、９.５％にす

ることを決定した。これは市場の予想通りの決定であった。委員の中には、７

５ベーシス、１００ベーシスの利下げを望む声もあった。中銀による利下げを

受け、一時２８６.６（対ユーロ）フォリントまで下落し、最安値を記録した。 

 同会合は、インフレは中期的な目標である３％を下回る見通しで、今年の景

気は大幅に落ち込む見通しであると公表。景気は予想以上に悪化し、輸出も激

減する見通しであることが最近公表されたデータにより分かった。 

 委員の１人は、最近では外部調達リスクが低下しており、金融制度は強化さ

れているものの不確実性は増しており、金融政策は打つ手が無くなっていると

指摘、資本流入と金融制度が安定しているならば、更なる利下げが実施される

との見通しを述べた。 

 またある委員は、最近のフォリント安は、インフレターゲットを脅かすもの

でもなければ、金融市場の安定化を脅かすものではないと述べた。中銀は、為

替目標はないものの、為替相場の大幅変動については予想していたと述べた。

一方、市場関係者は、利下げの実施は中銀がフォリント相場について何ら懸念

していないという市場へのメッセージとなり、それが更なるフォリント安をも

たらしたと述べた。中銀は、緩やかなフォリント安を容認しているように見ら

れる。１ヶ月以内にフォリントの対ユーロ相場は２６０から２６５に戻る可能

性はある。 

 

２１．欧州委員会、マイナス１.６％の成長を予測 

 

 欧州委員会は、ハンガリーの今年のＧＤＰ成長率は－１.６％の見込みだが、

来年には１％成長に回復するとの見通しを示した。今年のインフレ率は２.８％、
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来年は２.２％を予測している。また、今年の財政赤字の対ＧＤＰ比を２.８％

に、来年は３％を予測している。政府債務はＧＤＰの７３.８％、来年は７４％

を予測。今年の失業率は８.８％、来年は９.１％を予測。金利は上期に上昇し、

輸出市場は収縮し、失業率が上昇することから、景気は早くて下期以降に回復

する見通しである。 

 

欧州委員会による見通し（２００９年）％ 

 インフレ 財政赤字 政府債務 

ＥＵ２７カ国 1.2 4.4 67.4 

ユーロ圏 1.0 4.0 72.7 

ブルガリア 5.4 2.0 12.2 

チェコ 2.6 2.5 29.4 

エストニア 3.2 3.2 6.1 

ポーランド 2.9 3.6 47.7 

ラトビア 6.8 6.3 30.4 

リトアニア 5.6 3.0 20.0 

ハンガリー 2.8 2.8 73.8 

ルーマニア 5.7 7.5 21.1 

スロバキア 2.9 2.8 30.0 

スロベニア 0.9 3.2 24.8 

財政赤字、政府債務は対ＧＤＰ比 

 

２２．２００８年の財政赤字は対ＧＤＰ比３.３％ （２１日） 

 
 ２００８年の財政赤字は対ＧＤＰ比で３.３％相当の９，０７１億フォリント

となり、当初の目標値であった４％を下回った（財務省）。金融危機の影響によ

り、租税収入及び社会保険料が昨年後半から減少した。法人税、付加価値税、

社会保険料による歳入は目標を下回った。他方、個人所得税及び企業に課せら

れる４％の連帯税による歳入は目標を上回った。が昨年１２月６８６億フォリ

ントの黒字となったのは、歳出削減が奏功した結果であった。また、対ＧＤＰ

比で０.６％となる年金改革の調整分がＥＵにより認められる為、０８年の財政

赤字はマーストリヒト条約で定める財政基準の３％を下回ることになった。 

 

２３．通貨フォリント安、継続か？ 
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 東ヨーロッパ通貨に売り圧力が継続していることを反映して、フォリント安

基調には変わりはないと市場関係者は述べた。中東欧諸国の景気後退見通しは

以前よりも更に悪化していることを踏まえ、通貨が安くなっている。一時フォ

リントはユーロに対して２８８フォリントまで下落した。 

 市場関係者の中にはフォリントは対ユーロで２９０フォリントを超え、３０

０フォリントを付ける可能性もあると指摘する者もいる。但し２９０フォリン

トを超える水準は長くは続かないとみられている。ある市場関係者は、フォリ

ントに対する投機的な動きがない為、中銀は金利により為替に影響を与えるこ

とが出来ないと述べた。また、２月には更に５０ベーシスの利下げが行われ、

政策金利は金融危機以前の８.５％になる見通しだとした。現在の景気後退局面

においては、一連の大規模な利下げをし続けることよりも、中断することの方

がフォリントにとってよりリスクが高いと指摘されている。 

 

２４．０８年１１月：実質賃金の上昇 

 
 ０８年１１月の名目賃金上昇率（グロス）は前年同月比８.７％の上昇となっ

た。実質賃金は同３.３％と前月の２.４％から上昇した。ネットの賃金上昇率は

同７.６％だった。１月から１１月までのネットの賃金上昇率は民間部門で同７.

８％、公的部門で同６.５％の上昇。同期のインフレ率が６.３％であったことか

ら、実質賃金は０.９％の上昇となった。公的部門における２万フォリントのボ

ーナス一時金の影響。 

 

２５．政府による研究開発スタッフの雇用維持支援策（２１日） 

 
 ２１日、バイナイ国家開発・経済相は、自動車産業競争力ＷＧにおいて、政

府は近いうちに各企業による研究開発スタッフの雇用維持のための支援を提供

する予定である旨述べた。同ＷＧの議長であるレプセーニ・クノールブレーメ

ス社ＣＥＯは、経済が回復した際に新たに有能な労働者を雇用するのは難しい

ため、（現在のスタッフの雇用維持を通じて）現在の自動車産業の競争力は保護

されなければならないと述べた。また、ＷＧメンバーは、労働時間を削減した

場合に賃金や社会保険料の部分的負担を政府に求めることが出来ることを歓迎

した。 

 更に、バイナイ大臣は、①同支援策のため、自国予算から１６０億フォリン

トを割り当て、欧州委の承認が得られればＥＵ資金から更に５００億フォリン

ト調達する、②税収の落ち込みを回復できる手立てが見つかれば、自動車売買
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仲介事業者による雇用維持のために自動車登録税の廃止を提案することを検討

する、と述べた。 

 

２６．シモル中銀総裁、景気悪化は予想以上 

 
 シモル中銀総裁は、議会の予算委員会で、今年の景気は中銀による経済見通

し（－１.７％）を更に下回り、－２.５％以下になる可能性もあるとした。また、

同総裁は、現在の為替水準においても、消費者物価の下落見通しにより更なる

利下げが正当化できると述べた。但し、金融市場の安定性を損ねてはならない

とし、急激な利下げはリスクが高いとして慎重な見解を示した。 

 

２７．法人税の大幅減収 

 
 付加価値税及び法人税による租税収入は０８年の目標を下回った（国税庁）。 

法人税は目標を４４０億フォリント下回る４８７５億フォリントと、０７年の

５１１０億フォリントも下回った。財務省は、課税ベースの縮小によるものと

説明している。個人所得税及び連帯税による収入は予想を上回り、それぞれ１

兆９９９０億フォリント、２０００億フォリントとなった。経済危機は、税収

の落ち込みや新車販売の１０％下落等、経済に明らかに影響を与えている。 

 

 ０８年租税収入（１０億フォリント） 

 目標 最終数値 

法人税 530.6 487.5 

連帯税 170.6 200.4 

事業税 168.7 166.5 

付加価値税 2,130.6 2,114.0 

個人所得税 1,938.2 1,998.9 

印紙税 833.8 842.9 

登録税 93.7 86.7 

 

２８．資本流出続く（２３日） 

 
 ０８年１月から９月までの間に、ハンガリーの企業は海外に５億ユーロ投資

した（ＩＣＥＧ調査）。ハンガリーは旧共産圏諸国の中で海外への直接投資が最
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も多く、凡そ１４０億ユーロに相当する。投資の大部分はＭＯＬ、リヒター、

ＯＴＰによるもので、主に近隣諸国に投資している。 

 

２９．ＩＭＦ、ＥＢＲＤ東欧経済につき議論（２６日） 

 
 ＩＭＦ、欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）、オーストリア政府、オーストリア銀

行は、ウィーンで東欧への資金面での支援策の可能性につき議論した。銀行団

はＥＣに対して東欧諸国支援を要請した。 

 

３０．ボクロシュの経済対策案 

 
 ボクロシュ中欧大学教授（元財相）は、経済に関する提案書を纏めた。同提

案は、年金、教育、医療、行政、税制各分野において抜本的な構造改革が必要

であることを強調、競争原理に基づく民間医療強制保険の導入を提案した他、

現在７７校ある大学を２０校程度に削減し、経営を外部に委託することを提案

している。また、地方自治体の数も削減する必要があるとしたほか、最低賃金

にも１０％を課税し、免税者を廃止し、事業税を簡素化することを提案した。 

 

３１．欧州投資銀行から４.４億ユーロの融資（２７日） 

 
 財務省は、欧州投資銀行（ＥＩＢ）から４億４,０００万ユーロの融資を受け

ることで合意したと発表した。２０１２年末までに１５回の分割で支払われる

取り決めで、償還期間は２５年。政府は欧州連合と共同出資する地域振興プロ

ジェクトや中小企業の支援に振り向ける見通し。 

 

３２．ＥＢＲＤ、成長見通しを引下げ 

 
 欧州復興開発銀行は、東欧諸国の経済見通しを大幅に引下げた。今年のハン

ガリーのＧＤＰ成長率は－２％を予測している。 

  

ＥＢＲＤによる経済見通し（％） 

 2006 2007 2008 2009 

チェコ 6.8 6.0 4.1 0.0 

ハンガリー 4.1 1.1 1.0 -2.0 
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ポーランド 6.2 6.6 5.0 1.5 

スロバキア 8.5 10.4 7.0 2.5 

ブルガリア 6.3 6.2 6.3 2.0 

ルーマニア 7.9 6.0 8.0 1.0 

 

３３．ロシア国有銀行がマレブ・ハンガリーの間接的オーナーに（２４日） 

  
 ２４日、ヴェレシュ財相とズブコフ露副首相は、ロシア国有銀行であるＶＥ

Ｂがマレブ・ハンガリー航空の間接的なオーナーとなり、アエロフロート・ロ

シア航空は同航空の戦略的パートナーになったと述べた。 

 ヴェレシュ大臣は、①マレブ航空の主要間接的オーナーであったアブラモビ

ッチ氏（１月１６日の臨時株主総会で会長職を解任）による同航空の民営化契

約条項の不履行はＶＥＢに引き継がれた、②今回の新たな株主編成は、マレブ

航空がハンガリーの航空会社として立場を確保するよう工夫して行われており、

ＥＵによる航空許可を失わせるものではない、と述べた。 

 ズブコフ副首相は、ＶＥＢはもがいているマレブ航空を復活させるための計

画を既に持っていると述べつつ、前オーナーによる自信のない経営スタイル及

び世界的な経済危機が我々をこのような解決策に向かわしめたことを強調した。 

 

３４．ナブッコ・サミット開催（２７日） 

 
 ２７日、ナブッコ・パイプライン（注）の建設プロジェクトの推進を政府レベ

ルで支援するため、ハンガリー政府が主催し、関係国政府や関係機関を集めて

ナブッコ・サミットが開催された。出席国は、ガス生産国、消費国、パイプラ

イン通過国、政府系金融機関で構成された。 

 消費国サイドからはＥＵにおける供給源多様化の必要性を主張する声が多く

聞かれ、生産国や通過国（アゼルバイジャンやトルコなど）からは本プロジェ

クトやＥＵへのガス供給を支援する用意があるとの意見が聞かれた。また、政

府系金融機関（欧州投資銀行（ＥＩＢ）や欧州復興開発銀行）からは、本プロ

ジェクトを支援するとの意見が表明されたほか、ＥＩＢからは、本パイプライ

ン建設コストの最大２５％分の資金を準備する旨表明された。 
 
《ジュルチャーニ首相の発言要旨》 

①本年初めには、ガスの供給危機のため深刻な問題が発生した。エネルギーは単なる燃

料に止まらず、経済的繁栄や社会の安定に直結するもので、十分なエネルギーがなけれ

ば国の主権も悪化する。 
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②安全保障がキーである。この地域の繁栄に向け、西欧諸国とのエネルギー格差をなく

すことが重要。他の供給源は東欧諸国にとり特に重要である。他の供給源からのパイプ

ラインによる輸入や液化天然ガス（ＬＮＧ）による輸入も検討しなければならない。 

③供給国の関心は、供給国への技術支援や国家安全保障上のメリット。また、ＥＵ側も、

供給国との協力関係深化やＥＵの安定及び安全保障の強化が図れる。本件を単に商業の

観点のみで考えず、ＥＵの主権及び安全保障強化の観点から検討すべき。 

④本プロジェクトを進めるに当たっては前もって資金を準備することが必要。最も重要

な目標はＥＵから２００～３００万ユーロの資金支援を得ることであり、ＥＵにこれを

求めたい。また、欧州投資銀行（ＥＩＢ）や欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）にも貢献願

いたいと考えている。 

⑤国際的な調整を行う機関が必要であり、「ハ」はその事務局を務める用意がある。更

には、本計画を推し進めるために、本年６月末までに政府間合意を得る必要がある。 
 
（注）中央アジアや中東産ガスをトルコ経由で中欧諸国に輸送するガスパイプラインで、

全長３，３００kmを想定。 

 

３５．ＩＴＤＨによる対内直接投資支援規模（２９日） 

 
 レートファルビ・ハンガリー投資貿易庁（ＩＴＤＨ）ＣＥＯは、２００８年

に総額で１５億５０００万ユーロの外国直接投資を支援した旨述べた。この数

字は対前年比ではマイナスになっている（２００７年は２０億ユーロ）。また、

同ＣＥＯは、①ＩＴＤＨが支援した投資の約９０％は第三四半期の金融危機が

発生する前に実行されたもの、②今年の下半期に投資が通常の規模まで回復す

ることを期待している、と述べた。 

 ＩＴＤＨが支援した投資プロジェクト数は、対前年比で５０件落ち込み、３

００件であった。また、それらのプロジェクトは主に自動車及び電機・電子部

門だが、サービスセンターに関するプロジェクト数も多かった。また、観光、

製薬、バイオテクノロジー部門でも投資に向けて前向きな判断が行われた。 

 

３６．スタドラー社工場の完成（２７日） 

 
 ２７日、スイスの鉄道車両メーカーであるスタドラー社のスプレルＣＥＯは、

ソルノクに建設していた３０００万ユーロ規模の鉄道工場が完成した旨述べた。

また、同ＣＥＯは、①本工場はこの３月に稼働開始し、１００名の従業員を雇

用する予定、②２０１０年末までには合計２００名を雇用する見込み、と述べ

た。同社工場では、フル生産になれば年間で２００台のアルミ車両を生産する
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ことが可能。 

 

３７．シンクリオン社による従業員一部解雇（３０日） 

 
 アウディ社に物流サービスを提供する企業であるシンクリオン・ハンガリー

社は、受注の大幅減を理由に、１４００名の従業員のうち、４００名を解雇す

る旨決定した。同社のミハルチＣＥＯは、今回の解雇の理由として、①経済危

機に伴う受注減、②アウディ社による物流の外注量が減り、自前で行うように

なりつつあることを挙げた。 

 

３８．ハイセンス社によるＬＣＴテレビ工場の閉鎖 

 
 中国の電子メーカーであるハイセンス社は、受注減を理由にシャルバール（ハ

ンガリー西部）にあるＬＣＴテレビ工場の閉鎖を決めた。これにより、８８名

の従業員が解雇される予定。 

 

３９．ＧＭＯ禁止は継続 

 
 グーグシュ農業・地方開発省次官は、ハンガリーがＧＭＯトウモロコシの輸

入と国内における栽培を引き続き禁止すると語った。欧州委員会は最近ハンガ

リーに対してＧＭＯ禁止を完全に中止するよう求めていた。 

 欧州委員会では、２つのＧＭＯトウモロコシに１０年間のライセンスを補償

する提案が支持されていた。中・東欧地域最大のトウモロコシ生産国の一つで

あるハンガリーは、２００５年に東欧の国では初めてＧＭＯ作物・食品を禁止

し、具体的にはＭＯＮ８１０というアメリカのバイオテクノロジー企業

Monsantoによって販売されているトウモロコシの栽培を禁止した。 

 欧州委員会がハンガリーに対し立場を改めるよう求めたのは、ロビーからの

要請と、ハンガリーが提供した科学的証拠をＥＵが認識していなかったためで

あると同次官は語った。 

 

４０．ジュルチャーニ首相、１兆フォリント規模の減税提案 

 
 臨時国会の場においてジュルチャーニ首相は、個人所得税及び社会保険料の

大幅な削減と連帯税の撤廃を含む税制改革に関する提案を行った。減税により
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歳入が減少する分については付加価値税の引き上げといくつかの租税優遇措置

の撤廃や、家庭への補助金に課税するなどして賄う考え。また、資産に対する

単一税制の導入を検討していることを明らかにした。市場関係者の中には、付

加価値税を引上げる代わりに労働関係税の減税を実施することは、インフレが

今問題になっていないならば、よい提案なのではないかと語る者もいる。他方

で、社会保険料の削減を含めた大規模な減税による歳入の減少を賄いきれるの

か疑問を投げかける市場関係者もいる。付加価値税の税率変更は今年中にも実

施される見通しだが、新たな個人所得税率の変更については２０１０年から適

用される見通し。 

 

４１．バイナイ大臣、今年の経済成長率はマイナス３％を予測 
 
 バイナイ大臣は、ハンガリーは金融･経済危機に加え、成長の危機にあると述

べた。この不況は、構造改革を実行してこなかった直接の結果であり、国の競

争力を低下させていると述べた。政府は今年の経済見通しをマイナス３％とＥ

Ｕの見通しよりも更に悲観的な見通しを示した。大臣は金融セクターの流動性

を高める施策が必要だと述べた。 

 

４２．ボッシュ社による自動車用ＣＤプレーヤー工場の閉鎖（３０日） 

 
 ３０日、ダロシュ・ボッシュ・ハンガリー社財務部長は、受注減を理由にケ

チケメート（ハンガリー南部）にある自動車用ＣＤプレーヤー工場の閉鎖を決

めた旨述べた。また、同部長は、①同工場では５００名の従業員が働いている、

②自動車産業の危機の結果として過去数ヶ月で５０～６０％の受注減が発生、

③同工場は労働集約型であり、アジアのサプライヤーとの競争には勝てない、

と述べた。 

 

４３．ヘンケル社による住宅用製品工場の閉鎖 

 
 ドイツの住宅用製品メーカーであるヘンケル社は、輸出市場における需要の

落ち込みを理由にバルチ市（ハンガリー南西部）にある工場の閉鎖を決めた。

デアーク工場長は、①閉鎖決定の直接的な原因は経済危機よりもむしろ市場で

の販売機会の変化である、②今回の閉鎖及び工場売却は同社の他の工場（コロ

シュラデニー及びヴァーツ）に何ら影響しない、と述べた。同社は、今回閉鎖

する工場（建設業向け化学品）を同業者に１０月末日までに売却したいとの意

向を持っている。 
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《《《《１１１１月月月月のののの選挙選挙選挙選挙・・・・支持政党支持政党支持政党支持政党にににに関関関関するするするする世論調査世論調査世論調査世論調査》》》》（注） 
    

    

（１）支持政党の変遷（投票に確実に行くと回答し、いずれかの政党を選択し

た者の支持政党） 

                      （１１月） （１２月） （１月） 

（与党）           

 社会党（MSZP)：                            ３２％、 ３２％、 ２８％ 

（野党） 

 フィデス－ハンガリー市民連盟（Fidesz):      ５８％、 ５７％、 ６１％ 

 自由民主連盟（SZDSZ):                        ２％、  ２％、  ２％ 

 ハンガリー民主フォーラム（MDF):       ２％、  ３％、  ２％ 

 キリスト教民主国民党（KDNP):                ０％、  １％、  １％  

（非国会政党） 

 ハンガリー正義・生活党（MIEP)：       １％、  ０％、  １％ 

 ヨッビク－ハンガリーのために：        ２％、  ３％、  ４％ 

 その他政党：                 ３％、  ３％、  ３％ 

 

（２）質問事項：仮に今週日曜日に総選挙があるとすればどの党に投票するか

（質問者全員よりの回答）。                     

（与党）  

 社会党（MSZP)            ：１７％ 

（野党） 

 フィデス－ハンガリー市民連盟（Fidesz) ：３２％ 

 自由民主連盟（SZDSZ)         ：１％ 

 ハンガリー民主フォーラム（MDF)    ：１％ 

 キリスト教民主国民党（KDNP)     ：１％ 

（非国会政党） 

 ハンガリー正義・生活党（MIEP)    ：０％ 

 ヨッビク－ハンガリーのために     ：２％ 

 その他政党：             ：３％ 

 わからない、投票しない        ：４３％ 
 
 （注）ソンダ・イプソス社調べ（データ収集：１月１６－２３日、サンプル数：１５００人）。 
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《《《《巻末巻末巻末巻末レポートレポートレポートレポート：：：：ガスガスガスガス供給問題供給問題供給問題供給問題のののの時間的経過時間的経過時間的経過時間的経過》》》》    

 

１月１日： 昨年 12 月 31 日､露ガスプロム及びウクライナ･ナフトガス間の交渉は､ウクラ

イナ側のガス代金滞納問題､2009 年の供給価格等で合意に至らず､決裂｡この

ため、ガスプロムは､かねてより警告したとおり､ウクライナ向けガス供給を停止｡ 

 

１月５日： 正午にウクライナ側からなされた事前通知のとおり、午後４時からウクライナ

経由のガス供給が減少。合計輸入量は日量で３８００万m3から３０００万m3に減

少。 

 

１月６日： 夕刻からウクライナ経由のガス輸入が完全に停止。これを受けて午後８時３

０分からカテゴリー１消費者（発電所などの契約消費量が2500m3/時間以上の

消費者）への供給制限を実施。なお、オーストリア経由のパイプラインが稼働し

続け、少量ながらも輸送されていたため、ハンガリーへのガス輸送量がゼロにな

ったわけではない。 

 

１月７日： 午前８時からカテゴリー２消費者（契約消費量は500m3以上2500m3未満の

消費者）への供給制限を実施（これにより、一部の日系企業にも影響が及んで

いる）。また、エネルギー大臣が必要に応じてガスの戦略的備蓄の取り崩しを認

める指令を発出。 

 

１月８日： 午前９時３０分にカテゴリー２消費者への供給制限を解除。 

 

１月１３日： 露ガスプロムが対欧州向けガス供給を再開。しかし、ウクライナ側と輸送ル

ート及び欧州への到達時間で対立し、ウクライナ側がパイプラインを開けず。 

 

１月１５日： 午前１０時にカテゴリー１消費者への供給制限解除。通常のガス供給状態

を回復。 

 

１月１９日： 露・ウクライナが対ウクライナ供給価格及びトランジット料金に関する合意

文書に署名。対欧州ガス供給及びウクライナのトランジットが正式に再開。 

 

１月２０日： 午後１時２０分、ウクライナ経由ガスがハンガリーに到着。 
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《《《《２００２００２００２００９９９９年年年年１１１１月月月月のののの出来事出来事出来事出来事》》》》    

日 内政 日 外政 

 １ 

 ７ 

 

 ９ 

１０ 

 

 

１１ 

 

１４ 

 

１４- 

 １５ 

 

１６ 

 

１７ 

 

１８ 

 

１９ 

２０ 

 

２３ 

 

２５ 

 

２６ 

 

２７ 

 

２８ 

２９ 

 

 

 

 

３０ 

 

３１ 

・ショーヨム大統領、年頭演説を行う。 

・２００８年９-１１月の失業率が７．８％

に（中央統計局）。 

・ボロシュ元首相（ＭＤＦ）、議員辞職表明。 

・ハンガリー・オリンピック委員会会長に

シュミット・パール氏（フィデス、欧州議

会議員）再選。 

・ブダペスト９区国会議員補欠選挙が実施

されるも、低投票率により無効。 

・ジュルチャーニ首相、０９年ＧＤＰ成長

率－２～３％ありうるとＴＶ番組で発言。 

・社会党執行部会が開催され、２９日の臨

時国会召集を提案、危機対策センターの設

置を決定。 

・ブダペスト９区国会議員補欠選挙、ＳＺ

ＤＳＺのヨーン候補が辞退。 

・フィデス、欧州議会選挙候補者リストを

発表。 

・閣僚、社会党幹部らが経済危機対策会合

を開催。 

・ブダペスト空港がストライキ再開。 

・ショーヨム大統領、最高裁長官候補にハ

ヴァシネー＝オルバーン女史を再指名。 

・ＳＺＤＳＺ、欧州議会選挙候補者リスト 1

位にセント＝イワーニ氏を指名。 

・ブダペスト９区国会議員補欠選挙再投票

でバーチカイ候補（フィデス）が勝利。 

・ショーヨム大統領、ジュルチャーニ首相

らと会談。 

・フィデス及びＫＤＮＰが２９日の臨時国

会にて国会解散決議案を提出する旨発表。 

・タシュナーディ・ペーチ市長逝去。 

・臨時国会が開催され、ジュルチャーニ首

相、1兆フォリント規模の税再編を発表。 

・国会解散決議案、社会党及びＳＺＤＳＺ

の反対により緊急性を否決され、議題に上

らず。 

・パーストル・ミシュコルツ警察本部長、

犯罪の多くがロマ人によるものと発言。 

・ドラシュコヴィチ司法・法執行相、パー

ストル・ミシュコルツ警察本部長を解任。 

 ６ 

  

 

 ７ 

 

 

 ８ 

 

 

 

１２ 

 

１３ 

 

１５ 

 

 

 

１９ 

 

 

２０ 

 

２０- 

 ２２ 

２１ 

 

２２- 

 ２３ 

２７ 

 

 

３０ 

・ジュルチャーニ首相、プーチン・ロシア首相

及びティモシェンコ・ウクライナ首相に対し、

ガス紛争への立場を書簡で表明。 

・ショーヨム大統領、ユーシチェンコ・ウクラ

イナ大統領に対し、ロシアとウクライナ両国が

ガス供給契約を履行するよう書簡で要求。 

・Ｖ４首脳会談（於ブラチスラバ）開催。ガス

紛争への対応につき協議。 

・ゲンツ外相、ＥＵ非公式総務・対外関係理事

会に参加、露ウクライナ・ガス論争につき協議。 

・ユーシチェンコ大統領、予定されていたハン

ガリー訪問をキャンセル。 

・ゲンツ外相、国内ユダヤ教指導者らとイスラ

エルのガザ攻撃につき協議。 

・ゲンツ外相、駐ハンガリー・アラブ諸国大使

と協議。即時停戦支持の立場を表明。 

・ＥＵ議長国準備のため、スペイン、ベルギー、

ハンガリーが当国にて次官級協議を実施。 

・ショーヨム大統領、スロバキア訪問。ガシュ

パロヴィチ・スロバキア大統領と学術交流等に

つき協議。 

・オルバーン・フィデス党首、ドイツ訪問。チ

ューリンゲン州首相と安全保障等につき会談。 

・ジュルチャーニ首相、湾岸諸国訪問。エネル

ギー及び食料分野での協力につき協議。 

・ゲンツ外相、クリントン米国務長官就任に際

し書簡を発出。２国間関係強化への期待を表明。 

・ゲンツ外相、モロッコ訪問。経済・技術協力

に関する協定に調印。 

・ハンガリーでナブッコ会議開催。アリエフ・

アゼルバイジャン大統領、トポラーネク・チェ

コ首相らが出席。 

・ドラシュコヴィチ司法・法執行相、カリナク・

スロバキア内務相と会談。過激派の伸張防止策

等につき協議。 
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Embassy of Japan in Hungary

1125 Budapest Zalai ut 7. Hungary
TEL :+36-(06)-1-398-3100

E - Mail 

政務関係政務関係政務関係政務関係 ：：：： political@japanembassy.hu 

E - Mail 

経済関係経済関係経済関係経済関係 ：：：： economic@japanembassy.hu 

E - Mail 

広報文化関係広報文化関係広報文化関係広報文化関係：：：： culture@japanembassy.hu 

E - Mail 

領事関係領事関係領事関係領事関係 ：：：： consul@japanembassy.hu 


